
平成 30年度 事業報告書

_上底糧凱」活動法人

元書類収受日 仰 ノ年
`脚

差替書類収受日 令和′年わ月3日

日本水フォーラム

1 事業実施の成果

世界の水問題解決に貢献するため、国内外の多岐にわたる関係者との連携を継続し発展させ、政策提言、
日本の叡智の世界への発信、草の根活動の支援、人材育成・啓発、及びにそれらに関わる調査研究等様々な活

動を展開した。

特に、第3回アジア・太平洋水サミットの成果文書である「ヤンゴン宣言」の実現に向けたフォローアップ

活動を行うとともに、2020年 10月 に熊本市において開催予定の第4回アジア・太平洋水サミットに向けた検討
を開始した。

また、草の根活動の支援事業を着実に実施するとともに、水・衛生分野や水関連災害分野において重点的な

活動を実施した。その他、引き続き水の安全保障戦略機構の推進への支援を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係わる事業 (事業費の総費用 【 159,685 1千 円)

定款に記載された
事業名

事 業 内 容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

事業費
(千 円)

政策提言
世界水フォーラムヘの参画及
びアジア・太平洋水フォーラ
ムの運営等を通じた国内外の

水問題に関する政策提言及び
そのフォローアップ、調査研
究、並びに連携促進事業

第8回 世界水フォーラムヘの参加、
アジア・太平洋水フォーラム (第 3

回アジア・太平洋水サ ミットの共
催含む)、 水の安全保障戦略機構
の活動等を通 じた、水・衛生、水
関連災害等の国内外の水問題に関
す る政策提言及び フォ ローア ッ
プ、特定課題・地域に関する調査
研究、関係機関との連携促進

H30.4

H31.3

東京
及び
世界
各地

15メ、

世界の

不特定
多数の

市民

61,402

日本の叡智の世界への発信
日本の技術・経験等に関する
情報発信事業、並びに諸外国
との技術交流・経験共有に係
る事業

第8回世界水フォーラムヘの参画や
N酬配T等 の活動を通 じた、日本の

水に関する多様な叡智 と技術 (特
に水・衛生、防災分野)の特定・

発信、諸外国との技術交流・経験
共有

H30.4

H31.3

東京
及び

世界
各地

15人

世界の

不特定
多数の

市民

28,612

草の根活動の支援
水関連課題を抱える発展途上

国及び国内外地域に対する支
援

JlFフ ァン ド、会員企業・団体との

連携、グル ビッシュ有水基金、京
都世界水大賞等の既存事業の効率
的な実施による発展途上国の水問
題解決に向けた草の根 レベルでの

支援

H30.4

H31.3

東京
及び

世界
各地

15メ、

世界の

不特定
多数の
市民

13,576

人材育成・ 啓発
国内外の水問題の解決促進に
向けた人材育成、関心喚起及
び普及啓発事業

水問題への関心喚起や能力向上を
目的としたセミナー・ワークショッ
プ等の開催、水の日・水の週間、打
ち水大作戦本部の支援等

H30.4

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の

不特定
多数の

市民

10,521

国内外の水問題に関する

調査研究
上記事業を実施するための調
査・研究事業

政策提言、情報発信、草の根活
動、人材の育成及び啓発活動を実
施するための調査・研究

H30.4

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の

不特定
多数の

市民

45,575



元書類収受日 令和′年
`月

211]

差替書類収受日令和′年ρ月3日

平成 30年度 活動計算書

特ヤ非営禾|1活動法 人 日本水 フォー ラム

(単位 :円 )

科 目 金   額 小 計 ・ 合 計

1経常収益

経常収益計

25,650,000

25,650,000

2,953,693

2,953,693

2,500,000

2,500,000

61,710,646

28,644,118

6,610,287

6,187,712

47,917,036

151,069,799

31,644

31,644

182,205,136

1事業費

(1)人件費

給与手当

法定福利費等

福利厚生費

中小企業退職金共済

(2)そ の他経費

外注費

通信運搬費

広告宣伝費

交際費

会議費

旅費交通費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

賃借料

保険料

印刷製本費

招聘費

登録料

保守料

活動支援費

減価償却費

地代家賃

租税公課

諸謝金

雑費

事業費計

48,826,135

6,385,333

232,892

433,001

55,877,361

21,891,720

1,000,511

993,870

56,705

3,777,604

28,353,924

1,654,353

0

597,331

66,384

1,403,568

838,501

1,185,634

473,881

2,302,827

8,363,330

61,763

450,105

6,211,083

1,254,463

8,024,724

7,487,357

6,206,479

1,151,119

103,807,236

159,684,597

Ⅱ 経常費用

1受取会費

受取会費

2受取寄付金

受取寄付金

3受取助成金等

受取助成金

4事業収益

政策提言事業

日本の叡智の世界への発信事業

草の根活動の支援事業

人材育成・啓発事業

国内外の水問題に関する調査研究事業

5その他収益

受取利息等



1元書類収受日 令和ノ年
`月

劫旧

差替書類収受日令和′年ρ月3日

科 目 金  額 小 計 ・ 合 計

5,299,686

693,077

25,279

46,999

6,065,041

0

108,597

2,375

166,765

179,567

0

64,835

7,206

152,346

91,013

128,691

51,436

249,953

48,855

136,162

871,020

812,693

673,664

118,286

3,863,464

9,928,505

経常費用計 169,613,102

当期経常増減額 12,592,034

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額
12,592,034

70,000

280,026,768

292.548.802

税引前当期正味財 減額

次

(1)人件費

給与手当

法定福利費等

福利厚生費

中

(2)その他経費

外注費

通信運搬費

会議費

旅費交通費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

賃借料

保険料

印刷製本費

保守料

減価償却費

地代家賃

租税公課

諸謝金

雑費

管理費計

（
Ｚ

法人税、住民税及び事業税等

正味財産額



平成 30年度 貸借対照表

元書類収受日 令和ノ年̀
ル
硼

差替書類収受日 令和′年jθ月3日

特定非営利活動法人 日本水フォーラム

円

科 目 金  額
^ 計小 計

267,926

246,353,670

15,750

246,637,346

334,557

334,557

85,876,492

60,816

85,937,308

332,909,211

1,240,139

1,240,139

364,000

388,080

752,080

3,168,000

500,000

3,668,000

118,800

118,800

5,779,019

I資産の部

338,688,230資産合計

25,280,534

70,000

1,972,200

923,799

17,782,895

110,000

46,139,428

46,139,428

46,139,428

Ⅱ 負債の部

負債合計

280,026,768

12,522,034

292,548,802

Ⅲ 正味財産の部

正味財産合計

338,688,230負債及び正味財産合計

(1)預金銀金

現金

普通預金

外貨預金

(2)棚卸資産

仕掛品

(3)他流動資産

未収入金

前払費用

1流動資産

流動資産合計

(1)有形固定資産

工具器具備品

(2)無形固定資産

電話加入権

ソフ トウェア

(3)投資その他の資産

敷金

差入保証金

(4)繰延資産

権利金

2固定資産

固定資産合計

未払金

未払法人税等

未払消費税

預 り金

仮受金

前受金

1流動負債

流動負債合計

2固定負債

固定負債合計

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額



元書類収受日 令和/年ら卜哺

差替書類収受日令和′年″明3日

平成30年度 計算書類の注記

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(NPO法人会計基準協議会)による。

(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産   定率法による

無形固定資産   定額法による

(2)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式による。

2.事業別損益の状況

特 定非 営 l活動法 人 日本水フォーラム

事  業  費

科    目
政策提言

日本の叡智
の世界への

発信

草の根活
動の支援

人材育成・

啓発

国内外の水
問題に関する
調査研究

共 通
事業部門 管理部門 共通 合計

386,074

61,635,646

75,000

231,644

28,569,118

75,000

2,141,003

0

6.610.287

1.882.282

6,187,712 47,917,036

812,690 2,953,693

2.500,OOO

150,919,799

150,000

156.523,492

48,826.135

6,385.333

232,892

433,001

25,650,000

31,644

25,650,000

2,953.693

2.500.000

150,919,799

150,000

31.644

62,096,720 23,875,762 8,751.290 8,069,994 47.917,036 812.690 25,681,644 182,205,136

18,812,S19

2,460,283

89,734

166,836

8,765,178

1,146,283

41,808

77,732

4,160,300

544,071

19,844

36,894

3,224,435

421,682

15,380

28,596

13.863,403

1,013,014

66.126

122,944

5,299,686

693,077

25,279

46,999

54.125,821

7,078,410

258.171

480,000

10.031,001 3.690,092 15,865,487 55,877,361 6,005,041 61,942,40221,529,672 4,761,109

21,891,720

1.000,511

993,870

56,705

3.777.604

28,353.924

1,654,353

597,331

66,384

1,403,568

838,501

1,185,034

473,881

2.302,827

8,363,330

61,763

450,105

6,211,083

1.2口 ,403

8,024,724

7,487.357

6.206.479

1,151,119

103.807.236

159,684.597

108.597

2.375

166,765

179,567

64,835

7,206

152,346

91.013

128,691

51.436

249,953

136,162

871,020

812,693

673,664

118,286

48,855

21,891,720

1,109,108

993,870

56,705

3,779,979

28,520,689

1.833,920

662,166

73,590

1.555,914

929,514

1,314,325

525,317

2,552,780

8.363.330

61,763

498,960

6,211,083

1,390,625

8,895,744

8,300,050

6,380,143

1,269,405

1,858,607

84,943

84.380

4,814

320,719

2,407,248

140,455

50,713

5,636

119,163

71,189

100,660

40,232

195,510

710,047

5,244

38.214

527,321

106.504

681,299

635,677

526,930

98,989

1.440,476

65,834

65,397

3,731

248,566

1,865,688

108.850

39,304

4,368

92,355

55,173

78.015

31.181

151,526

550.307

4,064

29,617

408,689

82,544

528,027

492.668

408,386

75,661

6.265,410

286,346

284,446

16,229

1,081,150

8,114,893

473,476

170,956

18,999

401,701

239,979

339,328

135,625

659,069

2,393,585

17,677

128.820

1,777,612

359,027

2,296.676

2.142.882

1,776,294

328,977

8.408.610

384.297

381,744

21,781

1,450.978

10,390,743

635,437

229,436

25,498

539,110

322.068

455,403

182,018

884,516

3.212,355

23,722

172,885

2,385,677

481,839

3.082,296

2.875,893

2,383,909

441,665

3,918.618

179,091

177,903

10,150

676,191

5,075,352

296,129

106,922

11,883

251,239

150,092

212,228

84,825

412,206

1.497,036

11,056

80,569

1.111,784

224.549

1,436.426

1,340,237

1,110,960

205,827

107,670,70029,709,157 3,863.46439,871,880 18.581.273 8,814.494 6,830,432

9,928,505 169,613,10210.520,524 45,574.64461.401,662 '28,6t2,274 13.575,603

I経常収益

受取会費

寄付金収入

補助金等収入

事業収益

協賛金収入

その他の収入

経常収益計

II経常費用

(1)人件費

給与手当

法定福利費

福利厚生費

中退共掛金

人件費計

(2)その他経費

外注費

通信運搬費

広告宣伝費

交際費

会議費

旅費交通費

消耗品費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支仏手数料

賃借料

保険料

印刷製本費

招聘費

登録料

保守料

活動支援費

減価償却費

地代家賃

租税公課

諸謝金

雑費

その他経費計

経常費用計

12,592.034四口亜コ国 ▲ 9,928.505 25,681.644▲ 4.824,313 ▲ 2,450.530 2,342,392 812.690当期経常増減額 695,168 263.488 □回回



書式第15号 (法第28条関係)

平成 30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法 人 日本水フォーラム

(単位 :円 )

1流動資産

(1)預金現金

現金

現金 (円 貨)

現金 (外貨)

普通預金

三菱

『

J銀行

三菱

『

J銀行

三菱UFJ銀行

三菱UFJ銀行

三菱ШJ銀行

三菱UFJ銀行

三菱UFJ銀行

三菱

『

J銀行

三菱UFJ銀行

三菱UFJ銀行

三菱ШJ銀行

三井住友銀行

ゆうちょ銀行

ゆうちょ銀行

外貨預金 (ス リランカ)

(2)棚卸資産

仕掛品

国内外の水問題に関する調査研究事業

(3)他流動資産

未収入金

政策提言事業

日本の叡智の世界への発信事業

草の根活動の支援事業

人材育成・啓発事業

国内外の水問題に関する調査研究事業

前払費用

平成31年 3月 分保守料金

令和元年度年会費

流動資産合計

124,805

143,121

27,315,029

2,496,165

1,674,125

62,915,786

83,042,705

2,818,800

5,194,756

5,764,685

35,906,621

2,941

1,058,022

1,743,153

14,268,258

2,152,624

267,926

246,353,670

15,750

246,637,346

334,557

334,557

34,737,041

17,295,525

3,778,566

3,237,544

26,827,816

48,816

12,000

85,876,492

60,816

85,937,308

332,909,211
2固定資産

(1)有形固定資産

工具器具備品

電話等通信機器

パ ソコン

(2)無形固定資産

電話加入権

ソフ トウェア

会員管理システム

(3)投資その他の資産

敷金

差入保証金

(4)繰延資産

権利金

事務所権利金

産合

1,240,139

337,660

902,479

1,240,139

752,080

388,080

364,000

388,080

3,668,000

3,168,000

500,000

118,800

118,800

118,800

5,779,019
産 合 計 338,688,230



書式第15号 (法第28条関係)

科 目 金  額 小   計 合   計

【B-1】 負 債 の 部
1流動負債 46,139,428

未払金

平成31年 3月 度分給与

平成31年3月 度分社会保険料

平成31年3月 度分家賃他諸経費

平成30年度事業に係る外注費等

平成30年度旅費交通費等精算金

未払法人税等

未払消費税

預 り金

平成31年2月 度分社会保険料

平成31年3月 度分源泉徴収税

平成31年3月 度分住民税

仮受金

平成30年度Ⅳ業務受託料

前受金

令和元年度会費

25,280,534

3,467,502

522,805

954,276

17,586,181

2,749,770

70,000

1,972,200

923,799

510,467

194,732

218,600

17,782,895

17,782,895

110,000

110,000

流動負債合計 46,139,428

2固定負債

0

B-1 負 債 合 計 46,139,428

【B-2】 正 味 財 産 合 計 29 548 802



書式第 18号 (法第 28関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

平成 30年度 年間役員名簿

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの
者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生症土営型活動上ム_』塾塾z土=2上

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。
□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

[7各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

役   名

どちらかにO

(フ リ ガ ナ )

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 監事
インベ  ミツノリ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日磯部 光徳

2 監事
イチカワ ナオミ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日市川 直美

3 監 事
tt, ^^a 平成30年 4月 1日

平成30年 6月 18日

平成

平成

年 月

月

日

年 日
太日 進

4

´
~~ヽ

ヽ

週垂ツ監事
カン カズ トン 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月

月

日

日年
菅 和利

監事

コジマ リョウゾウ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日小 島 良 三

監事

コパヤシ イチロウ 平成30年 4月 1日

平成30年 6月 18日

平成

平成

年 月 日

年 月 日小林 ―朗

監事

コンドウ コウイチ 平成30年 4月 1日

平成30年 6月 18日

平成

平成

年 月 日

年 月 日近藤 浩一

8 監事
サイ トウ ハルミ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日齋藤 晴美

9 監事
シオジ カツヒサ 平成30年 6月 18日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年

年

月

月

日

日
塩路 勝久

10 監事
ンミズ  トオル 平成30年 6月 18日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日清水 亨

111 監 事
タカラ カオル 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日費   馨

121 監事
タグチ ウイチロウ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日田口 宇―郎

13〈 監事
タケムラ コウタロウ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月

月

日

日年
竹村 公太郎

14( 監事
ナカヤマ ミキヤス 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成 年 月 日

平成 年 月 日中山 幹康

151 監事
フジオカ シュウジ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日
藤岡 秀治

16 監事
フジツカ テツロウ 平成30年 6月 18日

平成31年 3月 31日

平成

平成

月

月

日

日

年

年
藤塚 哲朗

理事

理事

理 事

理事

理事

理事

理 事

事

理 事

理事

理 事



書式第 18号 (法第28関係)

役  名

どちらかに0

(フ リ ガ ナ )

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

17 監事
ミナミ テツユキ 平成30年 6月 18日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日南 哲行

18 監事
ヤマムラ タカフサ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年  月  日山村 尊房

19 監事

ヨシムラ カズナリ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年  月  日

年 月 日吉村 和就

20 理 事
フジヨシ モ トオ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月 日

年 月 日藤芳 素生

21 理事
モチゾキ ツネヨシ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成

平成

年 月

月

日

日年望月 常好



書式第4号 (法第10条・第28条関係)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法

社 員 名 簿 (社員の うち 10人以上の者の名鋤

日本水 フォーラム

氏名 住所又は居所

1 浅井 重範

2 太田 進

3 唐澤 仁士

4 菅  和禾U

5 木暮 陽

6 竹村 公太郎

7 費 馨

8 田回宇―郎

9 福嶋 民也

10 藤芳 素生

11 山本 恵―

12 吉村 和就




